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日本人大学生を対象とした学術英語における法助動詞の学習に
関する研究の総括と今後の研究課題

梶山　達也※1

【総　　説】

A Literature Review and Future Research Directions on the Learning of English 
Modal Verbs in Academic English by Japanese Learners

KAJIYAMA Tatsuya※1

本研究は，日本人大学生を対象に，学術英語における法助動詞の学習状況を分析し，研究を総括すると
ともに，今後の研究課題を提案するものである．英語の法助動詞が，形態的・意味的・機能的複雑さから
学習が困難であることが知られている．特に，70年代以降は，学術目的のための英語（English for 
Academic Purposes：EAP）への関心が高まり，学術的な文章では，その使用が正確さや適切さに直結す
ることから，関連する分野で盛んに研究が行われるようになった．しかし，上述の形態的・意味的・機能
的複雑さだけでなく，研究の視点が，学習環境や学習法の調査など多岐にわたるため，研究の焦点を明確
にすることが難しく，今後の研究課題が見えにくい．そこで，本研究では，学術英語における法助動詞学
習に関連する先行研究の総括を行い，今後の研究の可能性を検討する．

キーワード：法助動詞，学習者調査，学習者コーパス，学習法研究，概念基盤学習

This study summarizes previous studies on learning modal verbs among Japanese university 
students in academic English and proposes potential future research directions. English modal verbs 
pose significant challenges to learners because of their complex form, meaning, and function. 
Research on these verbs has increased, particularly since the 1970s, along with the growing 
popularity of English for academic purposes (EAP) because the accurate use of the modal verbs leads 
to the appropriateness of academic English writing. However, due to their complexity, studies on 
modal verbs have been fragmented, often focusing on learning environments or methods, making it 
difficult to identify clear directions for future studies. This study reviews existing research on 
learning modal verbs in academic English and identifies potential future research directions.

Keywords：modal auxiliary verbs, learner study, learner corpus study, learning method research, 
concept-based learning

1. はじめに

本研究では，学術英語において英語法助動詞の学習

が，非英語母語話者にとって大きな課題であることを背
景に，特に，日本人大学生を対象とした今までの研究と
調査を総括し，今後の研究の可能性を探る．法助動詞は，
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その形態的・意味的・機能的な複雑さから，学習者が苦
手とする表現である一方で，断言を避ける表現として，
特に，学術目的のための英語（English for Academic 
Purposes：EAP）では重要な項目とされている．しかし，
その複雑さや研究の視点が学習環境や学習法の調査など
多岐にわたることから，研究の焦点を見つけにくく，今
後の研究課題が捉えにくい．そこで，特に，日本人大学
生を対象とした学術英語における法助動詞に関する研究
を総括し，研究の空白を発見することで，今後の研究へ
の足がかりとする．

2. 法助動詞学習の困難性に関する先行研究

2.1	 形態的・意味的複雑さ

ここでは，まず，英語学習者全般にとって，法助動詞
の学習が難しい理由を述べる．Celce-Murcia and 
Larsen-Freeman（1999）によると，法助動詞が学習が
最も困難な表現の1つである理由には，法助動詞の持つ
形態的複雑さが挙げられる．Celce-Murcia and Larsen-
Freeman（1999）やQuirk et al.（1985）によると，次
の4つの形態的特徴がある（*は，文法的な誤りを示す）．

1. 3人称単数や現在進行形などの形態変化がない
（e.g., *mays, *maying）．

2. 不定詞の “ to ” なしで，一般動詞が後続できる（e.g., 
I can swim.）．

3. 一般動詞と違って，過去形が必ずしも過去時制を表
すとは限らない．

4. Phrasal Modalと言われる代替形がある（e.g., can 
– be able to）．

また，法助動詞の学習を難しくしている要因に，意味
の多義性も挙げられる．法助動詞は，しばしば，命題の
真理値の程度を表す表現として扱われる（Coates, 1983; 
Declerck, 2011; Huddleston, 1984）．Palmer（2001）に
よると，法助動詞の意味は，命題的な意味（propositional 
modality）と事象的な意味（event modality）に分類さ
れる．前者には，認識的な意味（epistemic modality）
と証拠的な意味（evidential modality）があり，後者に
は，義務的な意味（deontic modality）と力動的な意味
（dynamic modality）がある．それぞれの例は次のとお
りである．（1）は，Coates（1983, p. 41）から，（2）と
（3）は，Palmer（2001, p. 10）からの引用である．

（1） I must have a temperature.（認識的な意味）
（2） John must come in now.（義務的な意味）
（3） John can speak French.（力動的な意味）

（1）は，「私は，熱があるに違いない」という自身の
体調に関する可能性について述べている．（2）は，「ジョ
ンは，部屋に入らなければいけない」という，主語に課
せられた義務を表す．また，（3）は，「ジョンは，フラ
ンス語を話すことができる」という，主語の能力につい
て述べている．“Must”が，（1）と（2）の意味で使われ
ているように，それぞれの法助動詞は，上記のうち，複
数の意味を表すことができる．これらのことも，学習を
困難にさせている要因の1つであると考えられる．
実際，第3節でも指摘するように，日本人大学生が使
う法助動詞の意味には偏りが見られる．こういった，意
味の多義性が，学習者にとって学習が困難である理由の
1つとなっている．

2.2	 機能的複雑さ（Hedge表現）

さらに，法助動詞は，学術英語におけるhedge表現と
しての機能も有する．Hedgeという言葉は，70年代に
Lakoffによって初めて言及されたと考えられ，次のよ
うに述べている．

For me, some of the most interesting questions 
are raised by the study of words whose meaning 
implicitly involves fuzziness – words whose job is 
to make things fuzzier or less fuzzy. I will refer 
to such words as ‘hedge ’ . (Lakoff, 1973, p. 471)

上記の引用のように，hedge表現が，曖昧さを表す表
現であることは，古くから認められていた．
この曖昧さに注目したのが，語用論における丁寧さに関
する方略（politeness strategy）であった．奇しくも，70
年代以降は，Brown and Levinson（1987）のように，丁
寧表現と面子（face）に関する研究が盛んになり，法助動
詞が表す曖昧さが，丁寧さや面子を守る言語行為につな
がり，法助動詞の機能面に焦点が当たるようになった．
さらに，70年代から80年代にかけては，イギリスや
アメリカといった英語圏の大学に留学する学習者が増加
し，留学生の学術的な英語運用能力の不足という問題を
顕在化させ，結果として，学術英語指導の必要性が一層
高まった（e.g., Hyland & Hamp-Lyons, 2002; Jordan, 
2002）．この変化の中でEAPへの関心が高まったととも
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に，学術英語において，重要な表現の1つが断定を避け
る表現であり，Hyland and Milton（1997, p. 183）が，
“ critical to successful academic writing”と述べている
ように，英語学習者が学術英語を学ぶ際に，最重要表現
の1つであるという認識が広まった．この曖昧表現が重
要な理由は，反証可能性を残すことで，研究が間違って
いた場合でも，書き手は自分の面子を守ることができる
からである．この曖昧さを表す表現の1つが，法助動詞
である．
このような背景からも，この頃から，法助動詞が表す

hedge表現に関する研究が盛んに行われるようになって
きた．Hedge表現の表す曖昧さが，自らの主張を断定
しない言語行為に繋がり，読み手に反論や議論の余地を
与えることができる．言い換えると，逃げ道を用意して
おくことで，話し手もしくは書き手は，自分の主張が間
違っていた場合も，自分の面子を守ることができる
（Clemen, 1997; Myers, 1989）．この主張を和らげる機
能が，特定の目的のための英語（English for Specific 
Purposes：ESP）やEAPで重要であることがわかり，
hedge表現の使用に関する調査が行われるようになった
（e.g., Channell, 1990; Dubois, 1987; Grabe & Kaplan, 
1997）．
このように，英語の法助動詞は，その形式や意味，機
能の面で，その使用が複雑で多岐にわたることから，英
語学習者にとって学習が困難な言語項目とされる．さら
に，hedge表現が学術英語にとって重要であることがわ
かり，Hyland and Milton（1997）に代表されるように，
hedge表現や法助動詞に関する学習者調査や学習法研究
が盛んに行われるようになってきた．しかしながら，上
記のように，研究の視点が多岐にわたることから，今後
の研究課題が見えにくいのが現状である．特に，日本人
大学生を対象とした学術英語と法助動詞の学習に関する
研究は，その関係が十分に明らかにされていない．そこ
で次節以降では，日本人大学生の学術英語における法助
動詞の学習状況を明らかにすることを目的として，日本
人大学生を対象とした研究を総括することで，今後の研
究の可能性について検討する．

3. 日本人大学生における法助動詞使用の実態調査

3.1	 学習者コーパス分析

ここでは，日本人大学生の学術英語における法助動詞
の使用に関する現状を明らかにするために，日本人大学
生を対象とした学習者コーパス研究を概観する．学習者

コーパス研究は，McEnery et al.（2019）が指摘するよ
うに，学習者の実態を探る上で有益な調査手法である．
その理由は，コーパスで扱うデータは，学習者の実際の
言語使用を集めたものであり，その膨大な量のデータか
ら，定量的に学習者の言語使用の傾向を観察・推定でき
るからである．
一方で，すべての研究者がコーパスを用いた分析を肯
定しているわけではない．例えば，Howarth（1998）
が指摘するように，コーパスデータだけでは，学習者の
発達面を十分に観察することは難しいかもしれない．な
ぜならば，学習者コーパスによって得られるデータは，
学習者の言語使用の一部にしかすぎず，Howarthが述
べているように，学習者の心的語彙（mental lexicon）
は，機械的に産出された頻度データよりもさらに抽象的
であると考えられるからである．また，コーパス研究で
用いられる頻度や統計的有意差も必ずしも有用ではない
と指摘しており，なぜならば，母語話者も学習者も頻度
情報のみで使用する言語表現を決めているわけではない
からである．
確かに，Howarthの指摘する点は一理あるかもしれな

い．しかし，Gablasova et al.（2019, p. 7）が，“corpus-
based findings have provided important evidence for 
our understanding of the language learning process”
と述べているように，すでに，コーパス研究が，学習者
の発達的側面を明らかにすることに有用であることは認
められている（e.g., Abe, 2019）．実際，Howarthのよう
な質的研究（事例を観察し考察を得る研究手法）であっ
ても，量的研究と同様に，最終的には，研究者の解釈が
伴うことになり，得られたデータや事例から考察を得る
という点では変わらない．さらには，Römer（2004, p. 
186） が “ they ［frequencies］ can help with decisions 
about what to include in teaching materials and what 
not. ”と言及するように，学習発達を促すための教材開
発など実用的な側面があることも否定できない．このよ
うな背景から，学習者コーパスを使った学習者調査が行
われている（e.g., Khojasteh et al., 2017; McEnery & 
Kifle, 2002）．
日本人大学生を対象とした研究の1つに，Min and 

Lee（2012）が挙げられる．Min and Leeは，日本人大
学生と韓国人大学生を対象とし，地域問題や国際問題に
ついてオンライン上で議論されたメッセージデータを学
習者コーパスとして集積した．また，参照コーパスとし
て，the International Corpus of English Great Britain
（ICE-GB）を使用した．対象項目は，義務や必要性を
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表す助動詞の “must”， “should”， “have to”， “have 
got to ”，“got to ”，“need to”で，根源的意味と認識的
意味に分類し，分析を行なった．その結果，母語話者は，
“must”や“should”よりも“have to”を多く使用していた
一方で，日本人・韓国人大学生は，“have to”よりも
“must”や“should”をより多く使用していた．また，母
語話者と比べて，日本人・韓国人大学生のほうは，これ
らの助動詞を根源的な意味で多く使用していたことが示
された．この結果を受けて，Min and Leeは，教育場面
だけでなく日常生活において，両方の大学生は，より豊
富な助動詞使用に触れる機会が必要であることを示唆し
ている．ただし，母語話者の助動詞使用との比較に留
まっており，日本人大学生と韓国人大学生の違いについ
ては詳述していない．
阿久津・青木・谷（2015）は，コーパスを用いた中間
言語分析の観点から，日本人大学生のアカデミックライ
ティングにおける課題を明らかにするために，英語母語
話者と日本人大学生の英語エッセイを比較した．英語母
語話者のデータは，the International Corpus Network 
of Asian Learners of English（ICNALE）から抽出され，
日本人のデータは，日本人大学生を対象にICNALEと
同じエッセイトピックを用いて独自に収集された．特徴
語（2つのコーパスを比較し，コーパス間で著しく頻度
が異なる語）を分析すると，日本人大学生は，母語話者
と比べて， “ can”や “should”の頻度が高い一方で，
“would”や“ could”の頻度が少なく，日本人大学生は，
婉曲的な表現を苦手としている可能性が示唆された．

Nakayama（2020）の研究も，日本人大学生を対象
とした学習者研究として特筆すべきである．この研究で
は，英語の書き言葉における法助動詞の使用について，
日本人大学生と母語話者の学生及び教師のそれぞれから
データを集積し，合計3種類のコーパスを比較した．そ
の結果，日本人大学生は，母語話者の学生と比べて，
“ can”と“must”を多く使用し，“will ”と“would”の使用
頻度は少ないことがわかった．
藤本（2020）は，“must”と“have to”の使用について，

上級レベルの日本人英語学習者と母語話者の使用を比較
した．日本人学習者コーパスは，大学生を含む様々なレ
ベルの英語学習者のエッセイや試験の答案からデータを
集めた，the Longman Learners ’ Corpus（LLC）のうち，
日本人のデータを抽出し使用した．一方で，母語話者コー
パスに関しては，学術英語を集めたサブコーパスと話し
言葉コーパスを集めたサブコーパスの2種類を準備した．
それぞれのコーパスを比較した結果，日本人学習者は，

学術英語において“must”よりも“have to”のほうが多く
使用していることがわかり，この特徴は，母語話者の話
し言葉と類似していた．また，意味を分析すると，日本
人学習者は，“must”については，認識的意味より根源
的意味を多く使用しており，母語話者と類似した傾向が
見られた．しかし，“have to”に関しては，日本人学習
者は，すべて根源的な意味で使用しており，認識的意味
では用いていないことが明らかになった．また，母語話
者の場合，“have to”の根源的意味は，話し言葉に多く
見られる特徴である．これらの分析から，藤本は，日本
人学習者の学術場面での英語の書き言葉は，母語話者の
話し言葉と類似している傾向があると指摘している．
また，藤本（2022）は，上級レベルの日本人英語学習
者の学術文章中における“should”の使用について，母
語話者コーパスと比較した．母語話者コーパスには，学
術英語に特化したコーパスと，一般的な英語散文データ
を集めたコーパスを用意した．比較した結果，“should”
の頻度は，いずれの母語話者コーパスよりも2倍以上多
く，日本人学習者が，“should”を多用していることが
明らかになった．さらに，藤本は，“should”の用例に
ついて意味別に分析を行い，その結果，ほとんど全ての
例で，義務的な意味を表す根源的意味として使われてお
り，認識的な意味で使われた例は見られなかった．
Coates（1983）によると，“should”は，認識的意味よ
り根源的意味で用いられることが多いため，日本人学習
者が，根源的意味を多く使用したことは問題がないよう
に思える．しかし，認識的意味の使用がほとんど見られ
なかった点は，日本人学習者は，この用法の学習がほと
んど進んでいないことを示唆しているかもしれない．
さらに，Shirato and Stapleton（2007）やNakayama

（2021）では，大学生を含む日本人から話し言葉のデー
タを分析し，書き言葉の場合と同様に，法助動詞の過去
形や認識的意味の使用に難しさを抱えている可能性が示
された．書き言葉と話し言葉は同じではないにしろ，日
本人大学生は，英語法助動詞の根源的な意味については，
ある程度学習が進んでいるが，認識的な意味に関しては，
ほとんど学習が進んでない可能性がある．確かに，
“must”や“should”などでは，母語話者でも根源的な意
味の使用のほうが多く（Coates, 1983），日本人大学生が
根源的な意味を好んで使用することは問題がないように
思われる（ただし，Biber et al.（2002）は，“must”は，
会話場面では，認識的な意味の方が頻度が多いと指摘し
ており，使用場面の違いは考慮する必要がある）．また，
Nakayama（2020, 2021）の研究から，日本人大学生に

12



おける“could”の使用頻度が低く，なおかつ，丁寧な依
頼表現で多く使用していることが明らかにされている一
方で，Biber et al.（2002）によると，話し言葉と書き言
葉を合わせた全体で見ると，“could”は，4番目に多く使
われている法助動詞であり，他の意味より，可能性の意
味で使われることが多い．これらの学習者コーパス研究
からは，日本人大学生の認識的意味や過去形の使用頻度
が少ないことがわかり，法助動詞の形式や意味の学習が
あまり進んでいないのではないかと考えられる．

3.2	 Hedge表現に関する学習者調査

Hedge表現は，学術英語において，書き手と読み手の
対人関係を円滑にするため，また，書き手としては，自
身の面子を守るために重要な表現である．そのため，母
語話者や学習者のhedge表現の使用実態について研究が
行われてきた（e.g., Clyne, 1991; Hyland, 1996; Salager-
Meyer, 1994）．
とりわけ，学習者のhedge表現使用に関する先駆的な
研究として，Hyland and Milton（1997）が挙げられる．
Hyland and Miltonは，英語教育場面でhedge表現が十
分に扱われていないことを問題視し，英語母語話者と外
国語としての英語（English as a Foreign Language：
EFL）を学ぶ学習者が使用するhedge表現を比較した．
対象者は，英語母語話者と香港人英語学習者であり，そ
れぞれの書き言葉コーパスを構築した．また，Hyland 
and Miltonは，学習者を7つの習熟度に分類し，法助動
詞だけでなく副詞や形容詞なども調査対象とした．2つ
のコーパスからhedge表現を抽出し，比較を行なった結
果，hedge表現としては，母語話者も香港人学習者も法
助動詞を最も多く使用しており，hedge表現における法
助動詞の重要性が改めて明らかになった．さらに，hedge
表現の間でも語気の強さに程度の違いがあることから，
hedge表現を5つの段階（“Certainty”，“Probability”，
“Possibility”，“Usuality”，“Approximation”）に分類し，
それぞれの言語使用者が，どの程度の強さを好んで使用
するかを分析した．その結果，母語話者は，“Certainty”
と“Probability”を同じような頻度で使っているのに対し
て，香港人学習者は，“Certainty”を，過度に多く使用し
ていることがわかった．さらに，習熟度が上がるにつれ
て，“Certainty”の頻度が増えており，香港人学習者は，
語気の強い表現を好んで使うことが明らかになった．そ
の理由について，Hyland and Miltonは，間違った語用
論的知識を学習しているからだと指摘している．香港人
学習者の母語を考慮すると，断定を避ける表現を好むと

予想された．しかし，香港人学習者は，英語母語話者よ
りも，主張を強める表現を使用しており，1つの要因とし
ては，香港人学習者は，英語を学ぶ過程において，英語
が直接的な表現を好む言語であると教えられている可能
性を示した．
さらに，上記の学習者コーパスの結果を受けて，

Hyland（2000）は，Schmidt（1990）の気づき仮説
（noticing hypothesis）の観点から，香港人学習者が，
実際に，どの程度，文章中のhedge表現に正しく気づけ
るかを調査した．対象者は，英語を学ぶ広東語が母語で
ある大学1年生と3年生で，調査には，理解度タスクと
インタビュー，質問課題が準備された．理解度タスクは，
True or False形式で，約800 wordsの文章を基に内容
の正誤を問う課題である．Hylandは，hedge表現を，
語気を弱めるhedge表現と，反対に主張を強める
booster表現に分類し，理解度タスクの文章には，25の
hedge表現と10のbooster表現を組み込んだ．インタ
ビューでは，どの程度，被験者が文章中のhedge・
booster表現に気づくことができたかを調べるために，
思考発話法（think-aloud protocols）に基づいて，「ど
のようにしてその回答に至った」かを尋ねた．質問課題
では，まず，理解度タスクの文章から，hedge・booster
表現を含む著者の主張部分を15箇所抜き出した．そし
て，これらの箇所で文章の著者がどの程度の自信
（“ completely certain”，“ fairly sure”，“uncertain”，“ I 
don ’ t know”）を持って述べているかを，被験者自身の
解釈で判断させた．この質問課題により，被験者が，
hedge表現には気づけても，その表現が表す自信の度合
いを正しく解釈できるかどうかが分析された．
理解度テストと思考発話法の結果から，被験者は，全
体で約24%ほどしか，文章中のhedge・booster表現に
気づくことができていなかった．また，わずかに，
booster表現の方が，学習者が気づけた割合が高かった．
加えて，1年生の被験者と3年生の被験者から得られた
結果を比較すると，類似した傾向が確認でき，学習者が
これらの表現についての学習に重きを置いていない可能
性が示唆された．
質問課題の結果から，“while respondents may have 

been aware of the semantic value of these items, the 
actual pragmatic import of the devices in academic 
writing may have been less clear. ”（Hyland, 2000, p. 
187）と述べているように，学習者は，hedge表現の意
味を理解することはできても，その語用論的機能にまで
注意は払っていない可能性が高いことが指摘された．さ
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らに，主張を和らげるhedge表現に関しては，“ they 
［students］ ascribed a greater degree of conviction to 
the meaning of the device than it is typically intended 
to carry. ”（Hyland, 2000, p. 188–189）と考察している
ように，被験者は，hedge表現が本来表す自信の度合い
よりも高めに誤認する傾向が見てとれた．
上記の研究のように，EFL学習者は，断言を強めた
り弱めたりする表現について，学習が進んでいない可能
性が示唆された．しかし，Hyland（2000）やHyland 
and Milton（1997）の研究は，香港人を対象とした調
査であり，母語が外国語学習に影響を与えることを考慮
すると，日本人学習者の実態を捉えるためには，日本人
学習者に対しても同様の調査が行われるべきである．
このような背景から，Takimoto（2015）は，日本人

大学生を対象として上記の研究と類似した調査を行なっ
た．日本人大学生と英語母語話者のエッセイコーパスを
構築し，hedge表現とbooster表現の使用について比較
した．調査に使用したコーパスは，the Nagoya 
Interlanguage Corpus of English（NICE）で，英語を
学ぶ日本人大学生と母語話者から，エッセイデータを集
めたものである．Hedge表現として，日本人大学生は，
“would”や“ could”，“may”，“might”を多く使用して
いるのに対して，母語話者は， “would”や “may”，
“ could”，“should”，“ can”を比較的多く使用しており，
両者の間で，使用された法助動詞に違いが見られた．ま
た，booster表現については，どちらも“will ”を最も頻
繁に使用していたが，1000単語あたりの使用頻度を比
較すると，日本人大学生は，3.98回であるのに対して，
母語話者は，4.23回使用しており，やや違いが見られた．
また，他の品詞（e.g., 形容詞や副詞）も加えて，hedge
表現とbooster表現の総頻度を比較したところ，日本人
大学生は，hedge表現よりbooster表現を多く使ってい
たのに対して，母語話者は，booster表現よりhedge表
現を多く使用していた．つまり，Hyland and Milton
（1997）と同様に，日本人大学生は，母語話者よりもよ
り断定的な表現を使用する傾向にあり，法助動詞につい
ては，母語話者ほど多く使用していないことがわかっ
た．日本人大学生の母語である日本語が，間接的な表現
を好む言語であるにも関わらず，英語では断定的な表現
を好む傾向にあることについて，Takimotoは，日本人
大学生がhedge表現の語用論的役割を十分に理解してい
ない可能性を指摘した．
さらに，Takimotoは，上記のコーパス分析の結果を受
けて，容認度判断テスト（acceptability judgment test）

と質問課題を用いて，日本人学習者が，“Certainty”，
“Probability”，“Possibility”の3つの表現の強さをどの
程度理解できているかを調査した．このテストでは，短
い文章が提示され，被験者は，この文章中に出現した
hedge・booster表現について，必要があれば，修正し，
必要がなければ，そのままにしておくように指示された．
6人の母語話者も同様のテストを行い，正解の根拠とし
た．その結果，日本人大学生は， “Probability”と
“Possibility”について尋ねる問題で，著しく正当数が下
がっており，Hyland（2000）の研究と同様に，booster
表現のほうが，より正確に覚えている可能性が示された．
こ れ ら の 結 果 は，Hyland（2000） やHyland and 

Milton（1997）と類似した結果であり，日本人大学生は，
hedge表現を正しく認識できていない可能性が高い．ま
た，Takimotoは，日本人大学生がhedge表現を正しく認
識出来ていない要因の1つに，外国語概念の学習をあげ
ている．次節でも述べるように，言語理論の1つの考え
方として，言語の形式や意味，機能は，基盤とする概念
の上に成り立っていると考えられ，Takimotoは，hedge
表現という語用論的機能の1つを正しく認識できていな
い要因は，学習者が持つ外国語概念が十分に確立してい
ないことにあると示唆している．特に，hedge表現が表
す曖昧さは，概念メタファー（4.2節参照）とも密接に関
わっていると指摘しており，Takimotoは，この概念メタ
ファーとhedge表現が表す曖昧さの関係を，日本人大学
生が十分に理解できていない可能性を示している．
以上のように，hedge表現に関しては，日本人学習者
は，booster表現を使う傾向にある．この点について，
Takimotoが指摘したように，外国語の概念を学ぶ学習
法が有効な手立てとなるかもしれない．さらに，
Hyland and Miltonが指摘したように，英語学習者が母
語話者と異なる法助動詞の使用をすることについて，使
用されている英語学習教材にもその要因があるかもしれ
ない．これらのことを背景に，近年では，法助動詞の学
習に関して，教材研究や外国語の概念を学ぶ学習法の効
果に関する研究が行われている．次節では，これらに関
係する先行研究を概観し，考察を深める．

4. 法助動詞の学習環境に関する先行研究

上記のように，日本人大学生は，学術英語において，
特に，法助動詞の過去形や認識的な意味の使用に困難を
抱えていることがわかった．このことを背景に，第二言
語習得論（Second Language Acquisition：SLA）や関
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連分野において，大学生の学習環境や学習法などの研究
が進められている．
まず，学習環境について，外国語学習において重要な
ことは，Krashen（1985）が指摘するように，学習者が
十分なインプットに触れることであり，日本人学習者の
ようなEFL学習者にとっては，学校教育場面で受ける
インプットが大半を占める．Nozawa（2014）が指摘す
るように，EFL学習者にとって，教材から受けるイン
プットは，学習者に大きな影響を与えると考えられる．
このような背景から，先行研究では，学校教育場面で学
習者が触れる機会の多い教科書を元に，EFL学習者が
受けるインプットの推量を試みている．
次に，学習法については，近年，認知言語学の知見を
応用した言語表現の概念に着目した学習法が注目されて
いる（e.g., Lantolf et al., 2021）．認知言語学において，
言語使用が概念形成に関わると指摘されているのと同様
に，Lantolf et al.は，学習においても，具体的な言語
使用が外国語の概念形成に大きな影響を与えることを示
している．さらに，Swain（2006）は，言語学習と思考
や概念の関係を整理し，“ languaging”という，思考が
言語を通して表出されること，あるいはそのプロセスに
ついて理論的考察を深めている．
これらの理論が目標とするところは，学習者が母語で
培った概念を外国語の概念に順応させることにあり，母
語と外国語の概念関係については，いくつかのモデルが
提唱されている（e.g., Dong et al., 2005; 今井 , 1993; 
Matsuki et al., 2020）．様々なモデルを通して共通する
ことは，外国語表現を学ぶ際には，学習者が母語で培っ
た知識と外国語の概念との結びつきを強めることが重要
であるということである．法助動詞が，抽象的な概念を
基盤にしていることから，上記のような，認知言語学の
知見や概念変容を目標とする学習法は，法助動詞学習に
対して親和性が高いと言える．このような理論的背景か
ら，外国語表現の概念（e.g., 概念メタファーや力のダ
イナミックス）に着目した学習法について研究が進めら
れている．
以上のことから，法助動詞学習に関しては，学習者が
受けるインプットや外国語の概念を学習する方法の有効
性などについて調査が行われている．特に，日本人大学
生における法助動詞学習の現状を考えると，大学生が英
語を学び始めてから接してきた英語のインプット及び学
習法が，学習成果にどのような影響を与えるかを探るこ
とが重要である．次節では，まず，日本人大学生に影響
を与えているであろう教材を基にしたインプットに関す

る研究を概観し，その次に，より効果的な学習法の1つ
として，概念を基盤とした学習法の効果について先行研
究を振り返る．

4.1	 日本人大学生が受けるインプットの実態調査

3.1節でも述べたように，近年，コーパスを用いた研究
は増えてきており，学習者コーパスだけでなく，教材分
析のために，教科書コーパスを構築し，学習者が触れる
インプットを明らかにしようとする研究が行われている
（e.g., Kennedy, 1987; McEnery & Wilson, 1996）．コーパ
スを用いた教材分析が行われるようになった背景には，
教科書が英語学習者にとって重要なインプットの1つであ
ることが挙げられる（Nozawa, 2014）．教科書から学習者
のインプットを推測することで，学校教育場面でどの程
度のインプットを受けているかを推しはかることができ
る．とりわけ，教科書コーパスを構築し，そこから得られ
る頻度は有益な情報であり（Stockton, 2020），統計手法
を用いることで，学習者のインプットを推測することもで
きる（e.g., Kajiyama, 2024; Oktavianti & Fajria, 2021）．
海外においては，Mukundan and Khojasteh（2011）
やKhojasteh and Reinders（2013）が，マレーシアで
使われている英語教科書を対象として，英語法助動詞の
使用と頻度を母語話者コーパスと比較している．Römer
（2004）は，ドイツ人向け英語教科書コーパス研究を，
Oktavianti and Fajria（2021）は，インドネシアで使
われている英語教科書を対象として調査を行なってい
る．これら海外で行われている英語教科書コーパス調査
に共通する点としては，教科書で使われている法助動詞
の用例は，必ずしも母語話者の用例とは一致しないとい
うことである．この差異について，教科書を作成する時
に，ある程度の教育的配慮がなされていると推測される
が，母語話者の使用と異なる点から，教科書の真正性
（authenticity）が損なわれるのではないかと指摘され
ている．
このような背景から，日本で使われている英語教科書
についても，法助動詞の扱われ方が調査されている．特
に，日本人大学生が受けてきたインプットを推測するた
めには，中学校や高等学校用教科書，あるいは，大学等
で用いられるEFL教材から，どのようなインプットを
得ているかを調査する必要があるだろう．以下，これら
の教材を分析した先行研究を概観し，日本人大学生が受
けているだろうインプットについて考察する．

Kajiyama（2022）では，日本で使われている教科書
における法助動詞の頻度が調査されていなかったことを

15

日本人大学生を対象とした学術英語における法助動詞の学習に関する研究の総括と今後の研究課題



受け，日本の中学校用検定教科書に基づく教科書コーパ
スを作成し，各学年と各法助動詞毎の頻度を分析してい
る．統計手法には，フリードマン検定とウィルコクスン
の符号付順位和検定が用いられ，その結果，学年別の頻
度は中学校2年生が最も高く，次いで3年生が高い傾向
が見られた．このことは，2年生において，法助動詞が
本格的に指導されはじめ，インプット強化を図ること
で，2年生での法助動詞の定着を図った可能性がある．
一方で，法助動詞別の頻度は，“ can”が最も多く，次い
で，“will ”が2番目に多かった．この2つの項目が突出
して高かった理由は，“ can”は，“Can you ~”のような，
依頼文としての用法が導入されており，“will ”も，未来
を表す助動詞として教えられていることから，相対的に
頻度が増えたものと考えられる．
さらに，Kajiyama（2024）では，一般化線形混合モ
デルの教科書コーパスへの有用性を調べる過程で，日本
の高等学校用検定教科書における法助動詞の使用例を分
析している．この研究では，上述の研究と同様に，教科
書コーパスを構築し，すべての法助動詞の用例を抽出し
た．その後，意味分類を行い，法助動詞の各意味が，そ
れぞれどの程度の頻度で使用されているかを推定した．
その結果，“ can”と“ could”においては，力動的な意味
が最も多く使われており，“will ”や“would”，“may”，
“might”では，認識的な意味が最も多く使われていた．
また，“should”と“must”では，根源的な意味が認識的
な意味より多く使われていた．このように，日本の英語
教科書では，使用される法助動詞の頻度が偏っており，
さらに，法助動詞の複数ある意味のうち，1つの意味が
多く使われていることが明らかになった．
他にも，コーパスの手法は用いていないが，相澤・原
田（2015）やNozawa（2014）は，日本人学習者が使用
する文法教材やEFL用教科書を対象に，法助動詞の扱
いを分析している．相澤・原田は，習熟度が高い日本人
大学生であっても，法助動詞の理解が深まっておらず，
その1つの要因として，中学生向けの教材が，法助動詞
の使用方法について過度に簡潔に説明していることを挙
げている．Nozawaは，語用論における丁寧表現の観点
から，2つのEFL教材を分析しており，法助動詞を用い
た依頼表現の使用例の少なさを指摘している．
以上のように，日本人向けの教材では，法助動詞につ

いてインプット量が少ないだけでなく，その説明も簡潔
であり，使用される意味にも偏りがあることが明らかに
された．これらのことは，教育上の配慮を示しているか
もしれない．しかし，相澤・原田（2015）も指摘するよ

うに，学習段階でこのような傾向にある教材に触れると，
知識が不十分な形で定着する化石化（fossilization）が
生じる可能性がある．特に，このような教材をもとに学
習を進めたため，日本人大学生は，法助動詞の過去形や
認識的意味の理解に困難を抱えているのではないだろう
か．この点について，第5節で議論を深めることとする．

4.2	 学習法調査

上記までのような学習環境や学習者調査の実態を受け
て，より効果的な学習法の可能性が探索されている．

Takimoto（2009）の研究では，学習法の明示性が，語
用論的知識の学習に影響を与える可能性について調査し
ている．Takimoto（2009）は，大学生を含むTOEICの
点数が500点から700点までの日本人学習者を対象に，明
示的な説明を伴う構造化されたインプット課題
（structured input tasks with explicit information：SP）
と課題解決型タスク（problem-solving tasks：PS），明
示的な説明を伴わない構造化されたインプット課題
（structured input tasks without explicit information：
SI）を実施した3つの群に加えて，対照群（control 
group）を合わせた4つの群間で，学習効果を比較してい
る．対象とした言語項目は，“I wonder if I could…”や
“Could I …”といった，依頼文の丁寧さに関わる表現とし，
事前テストと事後テスト，遅延テストの3回にわたって，
テストを実施した．結果としては，学習を施した3つの群
全てで学習効果が見られたが，listening testの遅延テス
トでは，SPは，PSやSIよりも学習効果が持続しなかっ
たことが示された．この結果について，Takimotoは，学
習時の言語処理の深さを挙げている．SPは，明示的説明
を伴うため，学習者は自ら言語規則を発見する必要がな
かった一方で，PSやSIは，明示的な説明がなかったた
めに，学習者自身で言語規則を発見する必要があった．
従って，今回の調査については，より深い処理が求められ
た後者2つが，より素早く作業記憶（working memory）
を使う必要のあるlistening testにおいて効果があったと
指摘している．
さらに，Takimoto（2020）では，日本人学習者を対
象に，概念メタファー（e.g., Lakoff & Johnson, 1980）
を学習することが，依頼表現の丁寧さを学習することに
効果的であるかどうかを調査している．概念メタファー
とは，具体的な事例を用いて，より抽象的な概念を表現
する言語活動のことである．例えば，“ can”と“ could”
の依頼表現を比較すると，後者の方がより丁寧な依頼表
現だと考えられている．これは，過去時制と発話時間（つ
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まり現在）との時間的な違いが，心理的な距離感を生み
出し，より間接的な表現につながるからである．つまり，
時間という具体的で身近な事例を用いて，表現の丁寧さ
というより抽象的な概念を表現しているのである．
Takimoto（2020）では，Takimoto（2009）と同様に，
日本人が，英語の複節的依頼文（biclausal request 
form）より単節的依頼文（monoclausal request form）
を使用する傾向にあることを背景に，この概念メタ
ファーを学習することが，複雑な依頼文の学習に有用か
どうかを調べている．認知言語学的アプローチを施した
群（cognitive linguistic approach group：CL）と認知
言語学的アプローチを施さなかった群（non-cognitive 
linguistic approach group：NL）， 対 照 群（control 
group）に分けて，学習効果を比較した．CLでは，概
念メタファーの説明と課題解決活動（problem solving 
activities）が実施され，NLでは，リストに基づく暗記
学習と課題解決活動が実施された．談話完成テスト
（discourse completion test）と容認度判断テストの2つ
のテストが行われたが，どちらのテストにおいても，
CLは，NLや対照群より効果的であったと示された．
この結果を受けて，Takimotoは，概念メタファーを用
いた学習が，依頼表現に関する学習に効果的である可能
性を示した．
さらに，日本人が対象ではないが，法助動詞学習につ
いて示唆に富む研究としてTyler（2008, 2012）やTyler 
et al.（2010）の一連の研究が挙げられる．これらの研究
では，下記の引用のように，従来の教材や文法学習法で
は，法助動詞間の微妙な意味の違いを学習できないこと
を問題として，中国語やアラビア語などを母語とする大
学生を対象に，Sweetser（1990）やTalmy（1988）が提
唱する力のダイナミックス（force dynamics）と概念メ
タファーを取り入れた指導法の有効性を検証している．

native speakers of English have intuitions 
about the subtle differences in meaning among 
the modals as they occur in a particular speech 
act, however, precise definitions of the modals 
which would clarify these differences in 
meaning have been largely lacking in ELT 
textbooks and pedagogical grammars. （Tyler et 
al., 2010, p. 32）

力のダイナミックスとは，言語表現における概念的な
力の行使のことを言い，概念メタファーとは，具体的な

事象を用いて，より抽象的な事象を表現しようとする認
知的な言語活動のことを言う．これらの認知的な活動
を，学習者に明示的に指導することで，従来の指導法で
は学習することができなかった，母語話者の直感を学習
できるとされる．
そこで，Tyler et al.（2010）は，ヨーロッパ言語共
通 参 照 枠（Common European Framework of 
Reference for Languages：CEFR） B2レベルの英語学
習者を被験者として集め，それぞれを，認知言語学に基
づく学習を行う群（cognitive treatment group）と，法
助動詞の言語行為に着目した学習を行う群（speech act 
treatment group），学習を行わない対照群（control 
group）の3つに分け，それぞれの学習効果を測定した．
前者2つの群は，約2時間の学習時間が与えられ，学習
の前後で事前テストと事後テストを行なった．対照群
は，事前テストと事後テストのみ実施し，テストを受け
ることだけでは学習効果がないことを示した．
認知言語学に基づく学
習を行う群に対しては，
まず，図1のような概念
図を用いて，力のダイナ
ミックスを明示的に学習
させた．図1は，“must”
の例を示しており（Tyler 
et al., 2010, p. 37），図の左にいる他者が右側にいる者に
対して力を行使することで，右側の者は，ある行為を義
務的にしなければならない様子を描いている．次に，学
習者は，概念メタファーについて説明され，図1のよう
な身体的な動作が，概念メタファーにより意味が拡張さ
れることを学習した．このメタファー的拡張によって，
法助動詞の意味が，力動的・根源的な意味から認識的な
意味へと拡張することを学習した．
一方で，言語行為に着目した学習を行う群に対して
は，例えば，“should”については，助言を表す言語行
為であると明示し，例文を参照させながら，法助動詞と
それが表現できる言語行為について学習を行なった．
事前テストと事後テストは，40問ずつで構成され，
そのうち8問はフィラーが取り入れられた．テストでは，
短い会話文が提示され，法助動詞が使われる箇所が空欄
になっている空所穴埋め形式で行われた．被験者は，空
所に最適な法助動詞を4つの選択肢から選んだ．
2つのグループの点数を比較するために，Tyler et 

al.（2010）は，共分散分析（analysis of covariance：
ANCOVA）を行った．グループ別を独立変数とし，事

図1
“Must”の概念図
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後テストの点数を従属変数とした．また，実験前の学力
が結果に影響することを考慮して，事前テストの点数を
共変数とした．事後テストの調整済み平均値は，認知言
語学に基づく学習を行う群が23.3点で，言語行為に着目
した学習を行う群が20.6点だった．グループの違いに主
効果が見られ（F （1, 53） = 7.31, p = 000, ηp

2= .125），
Bonferroniの補正をした信頼区間（p = .05）は，両処
理群の平均差について0.7–4.6点に収まることが示され
た．この統計結果より，Tyler et al.（2010）は，認知
言語学に基づく学習を行う群のほうが，言語行為に着目
した学習を行う群よりも，学習効果があると指摘した．
以上のように，近年，法助動詞の学習について，認知
言語学の視点を取り入れた学習法の有効性が報告され始
めている．しかし，研究の初期段階であることもあり，
解決されていない課題も多く存在する．次節では，今ま
での議論を振り返りながら，法助動詞の学習に関して今
後の研究の可能性について考察する．

5. 考察と将来の研究の可能性

ここまで，法助動詞の研究について，国内外の研究の
流れを概観しながら，日本人大学生に関係する研究につ
いて総括を行ってきた．しかし，国内における法助動詞
の研究は，まだ十分とは言えず，次のような課題が残さ
れている．
まず，藤本（2020, 2022）やNakayama（2020），阿
久津・青木・谷（2015）の研究から，日本人大学生は，
英語アカデミックライティング活動において，法助動詞
の化石化が生じている可能性があることが示唆された．
特に，法助動詞の過去形や認識的な意味については，ほ
とんど使用できていない実態が明らかになった．これ
は，大学生がそれまでに受けてきたインプットの影響が
ないとは断言できないだろう．特に，学術的な文章では，
法助動詞の使用が文章の適切さに直結するため，今後の
調査では，化石化とインプットの関係から，日本人大学
生の実態を再考する必要があるのではないだろうか．
次に，教科書コーパス分析についての先行研究から考
えられることとして，日本人大学生は，法助動詞の学習
に困難を抱えているのではないだろうか．その理由の1
つに，インプットの量が上げられる．Kajiyama（2022, 
2024）は，日本の英語教科書では，それぞれの法助動詞
が持つ意味のうち，1つの意味が集中的に盛り込まれて
いることを明らかにした．相澤・原田（2015）や
Nozawa（2014）の調査からも，法助動詞の説明や用例

の少なさが指摘されており，特に，日本人大学生は，英
語法助動詞の過去形や認識的意味に対する理解度が低い
可能性がある．しかし，現在までのところ，これらの教
材をもとに学習をした日本人大学生の理解度に注目した
研究は少なく，今後の研究が期待される．
また，日本人大学生へのより効果的な指導法という面
では，数は少ないが，認知言語学の視点を応用した学習
法が研究され始めている．本稿では，大学生を対象とし
たTakimoto（2020）やTyler et al.（2010）を示唆に富
む先行研究として取り上げたが，研究手法について改善
の余地があると考える．
まず，上記の研究では，Swainの languagingの観点
から，質的に学習者の内面で生じる概念変容を分析する
必要があったと考える．確かに，Takimoto（2020）では，
概念メタファーを用いた学習が，依頼文の丁寧さという
言葉の機能面の学習に効果的であることは示されてい
た．しかし，Takimotoは，その調査過程において，「な
ぜ，canよりmayのほうが，より丁寧な表現と言えるの
か」といった，より直接的に言語概念の理解に迫る質問
は実施しなかったように思われる．これでは，概念メタ
ファーや力のダイナミックスといった言語の概念を学ぶ
ことが，学習者の外国語に関する概念を変容させたかど
うかまでは考察できないのではないだろうか．Tyler et 
al.（2010）の研究も，質的な分析は行なっておらず，
今後は，学習者の概念が変容する様を分析するために，
質問の内容を精査し，より詳細な質的分析が必要となる
だろう．
また，いずれの研究でも，学習時間が約2時間と短い
ことも課題である．概念メタファーや力のダイナミック
スといった専門的な概念を，初学の学習者が，短い時間
で外国語の概念として内在化できたかどうかは疑問であ
る．実際，Tyler et al.（2010）の研究では，事前テス
トと事後テストの差は大きくなかった．日本人大学生に
とって，認知言語学の考えを内在化するためには，どれ
くらいの学習時間が必要になるのか，再度調査される必
要があるだろう．
上記のことと関連して，縦断的研究も実施される必要
があると考えられる．Tyler et al.の調査では，学習に
充てられた日数は2日間であり，Takimotoの研究では，
週1回の学習を4週にわたって実施された．今後の研究
では，より長い期間をかけた学習効果を検証する必要が
あるのではないだろうか．
さらに，先行研究のいずれにおいても，従来の学習法
で学んだグループと認知言語学を応用した学習法で学ん
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だグループは，いずれも過去に従来の学習法による学習
経験を有していると推測される．そのため，調査を通し
て，従来の学習法を用いたグループにとっては，新たな
情報が得られなかった可能性がある一方で，認知言語学
を応用した学習法を用いたグループは，新たな知見を得
たことで，より多角的な視点から事後テストに取り組む
ことができたと考えられる．この場合，認知言語学を応
用した学習法が実際に効果的であったのか，あるいは単
に，テスト解答時に判断材料となる情報が多かったこと
が影響したのかを見極めることは困難である．この問題
を解決するためには，例えば，架空の法助動詞を作成し，
両学習法において効果に差が生じるかを検証するような
実験を行うことが有効なのではないだろうか．
以上のように，法助動詞の学習面の調査は，学習者調
査や学習環境，学習方法といった視点で行われてきた．
しかし，上述したように，すべての側面が明らかになっ
たわけではなく，むしろ，調査の初期段階にあると言え
るのではないだろうか．残された課題に対処すること
は，日本人大学生にとって，より効果的な法助動詞学習
ができる機会を提供するだけでなく，大局的には，外国
語学習の諸相を明らかにすることに貢献できるため，今
後さらなる研究が期待される．

受付2024.10.4／受理2025.1.17
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